
- 17 -

事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・県民が等しく質の高いがん医療が受けられるよう、がん
がん対策 １２３,４１５ 医療の提供体制の整備を行うとともに、がん検診受診率

向上を図るための普及啓発を行う。
・がん医療提供体制の整備
・がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助 78,000千円
がん診療連携拠点病院が実施する相談支援センター運
営等の経費に対して補助。
・県がん診療連携推進病院機能強化事業費補助

20,000千円
新たに群馬県がん診療連携推進病院（仮称）を指定
し、相談支援センター運営等の経費に対して補助。
・地域がん登録事業 10,767千円
がんの罹患状況等のデータベース化を推進。

・がん検診受診率向上・がんの予防
・がん検診企業連携事業 3,648千円
民間企業との連携により普及啓発を推進。
・女性のがん対策推進事業 7,351千円
予防講演会、映画上映会等により普及啓発を推進。

保 健 予 防 課 ・がん検診等従事者講習会開催等 3,649千円

児童手当負担 ・中学校修了までの子どもに、H22年度は一人あたり月額１
４,６３２,２１７ 万３千円を、子ども手当及び児童手当を併給する形で支

給。
・従来の児童手当分及び所得制限が撤廃されることによる

子 育 て 支 援 課 増額分に係る県費負担分について、予算計上。

（一部新規） ・児童一時保護所施設整備費 202,000千円
児童一時保護所・児童養護 ４１８,７３５ 中央児童相談所併設の一時保護所の定員超過や、児童の
施設整備 混合処遇による弊害を改善するため、隣接地に学齢児童

用の一時保護所を建設。
定員 （現行）21人→（整備後）36人

・児童養護施設整備費補助 216,735千円
児童養護施設の入所率が毎年95％を超えていることか
ら、施設整備を行う社会福祉法人に対し補助を行い、定

子 育 て 支 援 課 員増を図る。

（新規） ・乳児は、他年齢児童に比較し、年度途中入所の占める割
保育所乳児受入支援 ３４,９４４ 合が非常に多く、施設側の受入体制確保（保育士の継続

配置）のための負担が大きいことから、私立保育所が年
度途中の乳児(0歳児)を受け入れる場合に、補助を行う。
・補助額 48,000円/人

子 育 て 支 援 課 ・補助率 県1/2、市町村1/2

（一部新規） ・保育サービスの充実、地域の子育て力をはぐくむ取組等
安心こども基金事業 ２,１１５,２９４ の支援、ひとり親家庭・社会的養護の支援により、子ど

もを安心して育てることができる体制整備を行う。

・保育サービス等の充実 1,642,261千円
私立保育所や認定こども園の整備費補助、保育士等の
資質向上のための研修事業の実施及び支援
・すべての子ども・家庭への支援 39,287千円
地域の創意工夫により地域の子育て力をはぐくむ取組
等に対する支援（地域子育て創生事業）
・ひとり親家庭等への支援の拡充 316,110千円
ひとり親家庭の母の高等技能訓練の受講時における給

子 育 て 支 援 課 付充実、ひとり親家庭等の在宅就業の支援
学 事 法 制 課 ・社会的養護の拡充 117,636千円
少子化対策・青少年課 施設の退所者等の就業支援、児童養護施設等の環境改
障 害 政 策 課 善及び職員の資質向上のための研修事業等への支援
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事 業 名 金 額 説 明

（拡充） ・バリアフリーぐんま障害者プラン４に基づき施設入所者
障害者グループホーム等 ２０４,０００ や精神科病院入院患者の地域生活への移行を計画的に進
整備推進 めるため、グループホーム・ケアホームの整備を積極的

に推進し、障害者の住まいの場の確保並びに生活環境の
改善を図る。

・新築（国庫） ９カ所 170,100千円
・改修（国庫） 20カ所 26,100千円
・初度備品購入（県単） 定員144人 7,200千円

障 害 政 策 課 ・居住環境改善（県単） ３カ所 600千円

（拡充） ・認知症患者に対する専門医療の提供及び介護との連携の
認知症疾患医療センター ２３,８７９ 中核機関となる認知症疾患医療センター（中核型及び地
整備 域拠点型）を７か所設置することにより、認知症の早期

発見・早期治療につなげる体制を整備。

認知症疾患医療センター業務
・認知症疾患の専門医療相談
・鑑別診断とそれに基づく初期対応
・合併症・周辺症状への急性期対応

障 害 政 策 課 ・かかりつけ医等への研修会
・認知症疾患医療連携協議会 など

（拡充） ・高次脳機能障害支援拠点機関に支援コーディネーターを
高次脳機能障害対策 ７,５９５ ２名配置し、専門的な相談支援、地域の関係機関との調

整等を行うことにより、高次脳機能障害者に対する支援
体制を整備する。

高次脳機能障害支援拠点機関の業務
・社会復帰のための相談支援

障 害 政 策 課 ・関係機関との調整、関係機関への指導・助言 など

（拡充） ・平成23年度を目途に基金を活用して事業者の運営安定化
障害者自立支援対策臨時 １,２５３,８０１ や福祉･介護人材の処遇改善等を行う。
特例基金事業

・事業運営安定化事業 84,858千円
事業者の従前の報酬額の90％を保障

・通所サービス等利用促進事業 81,008千円
送迎サービス費用の一部を助成

・障害者自立支援基盤整備事業 235,350千円
新体系サービスへの移行に伴う施設改修等へ助成

・福祉･介護人材の処遇改善事業 508,432千円
直接処遇職員の賃金改善へ助成

障 害 政 策 課 ・その他 39事業を実施 344,153千円
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事 業 名 金 額 説 明

（拡充） ・自殺者数が平成10年から１１年連続で３万人を超える
地域自殺対策緊急強化基金 ６３,９４３ 中、現下の厳しい経済情勢を踏まえ、自殺対策を強化す
事業 るため、県に創設した基金を原資として、地域の実情に

応じた市町村やＮＰＯ・ボランティア団体等が行う自殺
対策を支援。

・対面型相談支援事業 18,516千円
心理職等による対面での相談活動の実施等

・電話相談支援事業 139千円
民間団体による電話相談活動の実施

・人材養成事業 7,975千円
自殺予防の早期対応を行う人材の養成研修の実施等

・普及啓発事業 30,272千円
一般市民向け講演会の開催等

障 害 政 策 課 ・強化モデル事業 7,041千円
義 務 教 育 課 学校非公式サイトの調査等
高 校 教 育 課 ・事業期間 H21～H23年度（３カ年）

・安心して子どもを産み育てやすい環境を整備し、子育て
子ども医療費補助 ３,６４１,７０１ 世帯を支援するため、義務教育終了までの医療費の無料

化を全市町村と協調して実施。
・H22年度から平年度化。

国 保 援 護 課

〈環境森林部関係〉

事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・Ｈ22年度で計画期間が終了する第２次群馬県地球温暖化
地球温暖化対策新実行計画 ３,７００ 対策推進計画（新コツコツプラン）と従来の実行計画
策定 （県庁エコＤｏ！）を整理統合し、「地球温暖化対策の

推進に関する法律」の改正に対応した新実行計画を策定｡
・新温暖化対策実行計画策定委員会運営費 382千円

環 境 政 策 課 ・現行計画見直し・新計画策定業務委託費 3,318千円

・太陽光発電の普及を促進し、温室効果ガス排出量削減を
住宅用太陽光発電設備等導 ４００,０００ 図るため、一般住宅に太陽光発電設備を設置する個人に
入推進（地域グリーンニュ 対して経費の一部を補助。
ーディール基金事業） ・補助単価 35千円／１kw（上限100千円）

・補助対象 4,000戸
・補助要件 他の省エネ設備の導入と複合的に実施す

環 境 政 策 課 ること。

・温室効果ガスの削減義務を負う自治体として、率先して
省エネ等率先実行 ２,２３５ 施設・公用車等の省エネ化や低公害化に努める。

・低公害車導入
ハイブリッド自動車 ４台 2,112千円

・ＥＳＣＯ事業導入推進 113千円
環 境 政 策 課 ・グリーン購入ネットワーク負担金 10千円

・坂東工業団地内周辺の土壌汚染問題について、土壌汚染
特定地域土壌汚染対策 １,７５３ 対策法の適用を視野に入れた対応を行う。

・専門家会議開催費 616千円
環 境 保 全 課 ・定期モニタリング調査費 1,137千円
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事 業 名 金 額 説 明

（拡充） ・微量ＰＣＢが混入している電気機器の把握と適正処理を
微量ＰＣＢ混入電気機器把 １０,０００ 促進するため、事業者に対する相談、指導を行うととも
握支援（地域グリーンニュ に、ＰＣＢ濃度分析検査費用を助成する。
ーディール基金事業） ・ＰＣＢ廃棄物相談員設置等 6,587千円

・ＰＣＢ濃度分析検査費用助成 3,413千円
対象機器：中小事業者が保管・使用するトランス

廃 棄 物 政 策 課 補 助 率：分析検査経費の１／２

（新規） ・がれき類や解体系の木くずの不適正処理を防止するた
解体工事現場等不適正処理 ７,０００ め、建物解体現場を中心に、調査・監視パトロールを実
監視事業（地域グリーンニ 施する。
ューディール基金事業）

廃 棄 物 政 策 課

・赤城山の観光振興のため、県立赤城公園内の施設整備を
県立赤城公園施設整備 １２,５００ 実施する。

・八丁峠登山道整備（木道、木階段）10,000千円
自 然 環 境 課 ・大沼湖畔園地調査測量 2,500千円

・群馬の子どもたちが、一度は尾瀬を訪れることができる
尾瀬学校 １００,０００ よう、尾瀬学校を推進し、尾瀬での環境学習を通して、

子どもたちの自然を守る意識を醸成する。
・バス借り上げ料補助・ガイド料補助 96,142千円

自 然 環 境 課 ・教材費 3,858千円

(新規） ・国が新たに設けた特例債「第三セクター等改革推進債」
林業公社経営改革支援 ５６２,３２１ を活用した公社債務の削減のための経営改革に向けて、

準備作業に着手する。
・林業公社経営改善費補助(新規) 518,665千円
・事業管理費等収支差額 199,092千円
・日本政策金融公庫借入金繰上償還分 94,372千円
・県貸付金償還分 225,201千円

林 政 課 ・短期事業資金貸付ほか 43,656千円

（新規） ・ツキノワグマによる剥皮被害を受けた森林について、被
森林獣害防止対策（被害木 １,６８０ 害木を市場等に出荷する搬出経費を補助する。
処理支援） ・補助単価 ７００円／ｍ3（市場）

５００円／ｍ3（それ以外）
林 政 課

・ぐんま優良木材を使用した県産材住宅の建設に助成し、
ぐんまの木で家づくり支援 ２００,０００ 県産木材の利用推進、林業・木材産業の振興及び地域住

宅産業の受注機会の拡大を支援する。
・Ｈ21年７月に経済対策として改正した補助上限額100万円
を、Ｈ22年度も継続。
・構造材補助 400戸（20万円～80万円／戸）
・省エネ住宅割増補助 30戸（20万円／戸）

林 業 振 興 課 ・内装材補助 50戸（15万円／戸）

（新規） ・県産材の利用拡大を図るため、無選別３ｍ材に特化した
県産材利用拡大緊急対策 ４３４,４０９ 北部県産材センターの施設及び林業機械の整備に補助す
（北部県産材センター整備 る。
費補助） ・北部県産材センター整備費補助 379,127千円

・リース用高性能林業機械整備費補助 55,282千円
・補助先：群馬県森林組合連合会

林 業 振 興 課
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事 業 名 金 額 説 明

・活力ある緑の造成機運を高め、次世代にわたる連帯性を
全国育樹祭開催 ３００,０００ 深めるため、第34回全国育樹祭を開催する。

・開催日 Ｈ22年10月3日
・会 場 県立森林公園「２１世紀の森」（沼田市・川

場村）
ほ し・参加者 ６,０００人

緑 化 推 進 課 ・テーマ 『樹の息吹 育ててつなぐ 地球の未来』

（新規） ・森林への関心が高い企業や団体等からの支援により、県
県有林整備パートナー事業 １０,５００ 有林の整備・保全を実施する。

・参加企業等に対しては、森林整備実績及びＣＯ2吸収量等
の公表並びに提供を行うほか、森林活動を希望する場合

(県有模範林施 は、対象地をフィールドとして提供する。
緑 化 推 進 課 設費特別会計) ・候補地：赤城県有林、榛名県有林、烏渕県有林

〈農政部関係〉

事 業 名 金 額 説 明

・農業技術センターの研究拠点を１カ所に集中させ、研究
農業技術センター施設整備 ６３,０００ 機能の充実を図るため、本所（伊勢崎市）の老朽化した

施設の改築に向けた実施設計等を行う。
・実施設計委託（建設、改修、解体） 37,000千円

農 政 課 ・埋蔵文化財調査 26,000千円

(一部新規） ・地域の創意工夫による農業の振興を図る取組のほか、省
農業農村応援 ５７,４００ エネ型の機械等の買換えなど地球環境に配慮した取組及

び本県農業の将来を支える担い手を育成する取組に対し
支援を行い、本県農業の持続的な発展を図る。
・創意工夫型（継続） 45,000千円
地域の創意工夫や自主性を生かした取組に対する支援
事業主体：市町村、農協、農業者の組織する団体等
補助率：ハード3/10以内、ソフト1/2以内。
・新時代対応型（新規） 12,000千円
省エネ効果が高く、費用対効果に優れた資材や機械等
への買換等に対する支援
事業主体：農業者の組織する団体、農協（リースの場

合）
補助率：15/100以内

農 政 課 ・ほか事務費 400千円

・効率的な業務推進を図るため、川場養魚センターに箱島
水産試験場センター統合 ４６,０００ 養鱒センターを統合し、冷水性魚類の研究拠点とする。

・川場養魚センター整備設計委託費 3,500千円
・飼育池、管理棟、監視舎の改修工事及び倉庫新築工事

42,160千円
農 政 課 ・移転費（道路案内標識の撤去、備品等移設） 340千円

・遺伝子組換えカイコ技術を研究と実用化を並行しながら
遺伝子組換えカイコ実用化 ５,０００ 積極的に推進し、新産業創出による本県蚕糸業の維持･発
推進 展を図る。

・実用化研究
・遺伝子導入新蚕品種の育成試験 1,923千円
・実用化技術の開発 1,513千円
・実用化推進
・遺伝子組換えカイコ実用化実証支援事業 1,095千円
・実用化推進シンポジウム開催 246千円

農 政 課 ・ 蚕 糸 園 芸 課 ・マッチングのための先進企業等との打合せ 223千円
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事 業 名 金 額 説 明

（拡充） ・市町村が実施する有害鳥獣対策事業に補助。（拡充）
有害鳥獣対策 １３４,３８４ 50,000千円

（H21：25,000千円→H22：50,000千円）
特に、有害鳥獣の捕獲頭数増加を推進するため、獣種に
応じた奨励金の定額交付を実施。
・捕 獲 （実質補助率18％→25％へ拡充）25,800千円
・保護管理計画（補助率１／２） 5,549千円
・奨励金（現行補助額の倍額で定額交付）18,651千円
・「（仮）鳥獣被害対策支援センター」を設置し、日本獣
医生命科学大学と連携の下、①調査研究、②技術普及、
③人材育成等に取り組む。
・鳥獣害に強い集落づくり支援事業 7,528千円
・緊急ニホンザル生息･被害状況調査 12,200千円

ほか
・農業者自らが行う加害獣の捕獲に対して、捕獲技術の向
上と捕獲費用の一部助成を行い、個体数の低減を図る。
・鳥獣害防止対策農業者支援事業 16,870千円

ほか
・鳥獣被害防止特措法に基づき被害計画を推進する市町村

自 然 環 境 課 に対して支援する。
技 術 支 援 課 ・鳥獣被害防止総合対策事業交付金（国庫） 46,000千円

(拡充) ・農業への新規参入希望者に対し先進農家での実践研修の
就農留学 １２,７７０ 機会を提供し、生産技術･経営手法の修得、農村社会への

溶け込み等円滑な営農開始を支援する。
・複数年の研修希望者が増えていることから、上限を1年か
ら2年に改正。
・研修受入農家支援 50千円/月

受入枠：15農家(新規受入:10、
継続受入: 5)

・研修者の住宅費支援 30千円/月
技 術 支 援 課 受入枠：10人(新規: 7、継続 3)

・農業近代化資金融通法等に基づく長期かつ低利な施設資
農業近代化資金等融通対策 １５７,６９０ 金等の円滑な融通を実施。

・農業近代化資金
融資枠 28億円
利 率 1.70%（H22.2.5現在）

・その他の資金（中山間地域活性化資金等）
融資枠 7億円

農 業 経 済 課 利 率 1.70%（H22.2.5現在） 等

・農業近代化資金等の既存の制度資金への上乗せ利子補給
総合農政推進資金融通対策 ７４,２１７ 等により円滑な融通を実施。

上乗せ利子補給等資金
・農業近代化資金 利率 1.70% → 0.50%
・農業経営基盤強化資金 利子助成率0.15% 等

農 業 経 済 課 (H22.2.5現在）
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・本県農業産出額の約４割を占める基幹部門である野菜の
「野菜王国・ぐんま」強化 １３６,０００ 生産振興に係る重点課題や品目について、総合的な支援
総合対策 対策を実施。

・大規模野菜経営体育成 32,233千円
企業的経営体を目指す認定農業者等の施設･機械整備を
支援
・ぐんまの野菜担い手育成支援 62,014千円
担い手の育成や組織的な野菜生産に取り組む産地の施
設整備等を支援
・稲・麦・野菜複合型経営モデル事業支援 17,640千円
水田経営所得安定対策に取り組む集落営農組織等の野
菜生産の導入を支援
・「やよいひめ」ぐんぐんアップ支援 19,613千円
県育成品種「やよいひめ」の生産体制の整備や品質向
上対策等を支援
・ぐんまが生んだ新品種･開発技術等活用支援 4,500千円
県育成品種を核とした産地化や県開発技術･機械の積極

蚕 糸 園 芸 課 的な活用を支援

・米粉用米の生産を積極的に推進し、食料供給力の向上を
新規需要米施設等整備費 ４５５,０００ 図るため、米粉処理加工施設等の整備を支援。
補助 ・事業主体：民間企業

・事業内容：米粉処理加工施設整備
・補助率：国1/2

蚕 糸 園 芸 課 ・補助金：455,000千円

（一部新規） ・県産農畜産物の販売競争力の強化を図るため、農業団体
県産農畜産物ブランド力 ４４,０００ 等と連携して、生産･加工から流通･販売までの対策を総
強化対策 合的に推進するための協議会を設置し、消費者･実需者の

視点を重視した販売戦略を展開。
・協議会運営、情報の収集及び活用 6,312千円
関係団体等を通じた情報収集、消費者･実需者アンケ－
トよる情報収集、ＷＥＢによる情報発信等
・戦略的な広報･ＰＲ 22,858千円
知事のトップセールスや、ぐんまちゃん家を活用した
農産物フェア等イベントの実施
・コーディネート事業 14,830千円
首都圏において販売協力店を指定し、県産農産物の利

蚕 糸 園 芸 課 用拡大、消費者へのＰＲを実施 ほか

・野菜の供給と価格の安定のための計画的生産･出荷を推進
野菜生産出荷安定資金造成 ２２３,７１７ し、野菜生産農家の経営と国民消費生活の安定を図るた
費補助 め、予め資金を造成し、市場価格が著しく低落した場合

。に、生産者に対して交付予約数量に応じて補給金を交付
・根拠法令：野菜生産出荷安定法等

蚕 糸 園 芸 課 ・資金負担者：国、県、市町村、全農、農協、生産者

・(株)群馬県食肉卸売市場が行う豚処理施設整備に対して
食肉等流通合理化総合対策 ６９０,８４７ 補助。

・整 備 期 間 平成20～22年度（３か年）
・H22整備内容 部分肉加工施設、冷蔵冷凍施設、畜産物

直売施設等
・H22事 業 費 1,250,676千円

畜 産 課 ・補 助 率 国1/2･1/3、県1/6


